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平成 28年 8月 23日 

各  位 

会 社 名  株式会社 栃木銀行 

代表者名  取締役頭取 黒本 淳之介 

 （コード番号：8550、東証第1部） 

問合せ先  取締役経営企画部長 猪俣 佳史 

 （TEL．028-633-1241） 

 

宇都宮証券株式会社の株式一部譲受による連結子会社化に向けた基本合意書締結のお知らせ 

 

当行は、東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社（代表取締役社長 最高経営責任者 石田建昭、

以下「東海東京ＦＨ」）との間で、東海東京ＦＨの連結子会社である宇都宮証券株式会社（以下「宇都宮証券」）

の株式の過半を譲り受けて当行の連結子会社とするとともに、両社の合弁会社とする基本合意書を締結しました

のでお知らせいたします。 

 

１．宇都宮証券の連結子会社化（合弁会社化）の趣旨 

当行は、「豊かな地域社会づくりに貢献し、信頼される銀行を目指す」「新たな時代に柔軟に対応できる強い体

力の銀行として発展する」との経営理念の下、取引先企業の経営の支援やお客様の豊かな暮らしづくりのお手伝

いをさせていただくことを通して、地域経済の更なる活性化に努めているところです。中でも、お客様の様々な

資産運用ニーズにお応えするため、営業態勢や商品・サービスの拡充に取り組むことにより、収益力の強化と地

域への貢献の両立を目指しております。 

一方、東海東京ＦＨは、平成 29 年 3 月期を最終年度とする経営計画「Ambitious 5」において、5 つの基本戦

略のひとつとして「Alliance & Platform（事業基盤の積極拡大）」を掲げて地方銀行との提携合弁事業に取り組

んでおり、独自性ある総合金融グループとして、グループ全体の基盤と収益の拡大を図っております。 

両社は、こうした取り組みを進める中で、東海東京ＦＨの連結子会社である宇都宮証券を本年度中に両社の合

弁会社とすることについて基本合意いたしました。なお、本件実施後の宇都宮証券の議決権比率は、当行 60％、

東海東京ＦＨ40％となる予定ですが、最終的には今後両社で協議を行い決定いたします。 

宇都宮証券は、当行の営業地域における豊富なネットワークと、東海東京ＦＨグループが培ってきたノウハウ・

機能を最大限活用することにより、更なる顧客基盤の拡充を図り、これまで以上に地域及び地域のお客様に親し

まれ、頼りにされる証券会社を目指してまいります。 

当行といたしましても、宇都宮証券が栃木銀行グループの一員に加わることにより、当行グループが総合的な

金融サービスを提供できる態勢を一段と強化することにつながるものと確信しております。グループの総力を結

集し、地域のお客様のニーズに応じた金融サービス・商品の提供に努めてまいります。 

なお、宇都宮証券の連結子会社化につきましては、関係当局の認可等を前提としております。 
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２．宇都宮証券の概要 

（１） 名 称 宇都宮証券株式会社 

（２） 所 在 地 栃木県宇都宮市池上町4番4号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 吉田 稔 

（４） 事 業 内 容 金融商品取引業 

（５） 資 本 金 301百万円（平成28年 3月 31日時点） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和20年 2月 28日 

（７） 
大株主及び持株比率  

（平成 28 年 3 月 31 日現在）  
東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 91.94%

（８） 
当 社 と の 

関 係 

資 本 関 係

当行は、平成 28 年 3 月 31 日現在において当該会社の

発行済み株式総数の1.56%を直接保有しております。当

該会社は、平成 28 年 3 月 31 日現在において当行の発

行済み株式総数の0.14％を直接保有しております。 

人 的 関 係

当行と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ

りません。また、当行の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき人的

関係はありません。 

取 引 関 係

当行は当該会社との間で、当行と資本関係を有しない

他の取引先と同様の条件で預金取引を行っておりま

す。 

関連当事者への

該 当 状 況

当該会社は、当行の関連当事者には該当しません。ま

た、当該会社の関係者及び関係会社は、当行の関連当

事者には該当しません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状況（単位百万円、特記しているものを除く） 

決算期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期

純 資 産 2,725 2,935 2,964

総 資 産 11,265 9,297 6,916

１株当たり純資産額（円） 950.08 1,023.31 1,033.64

営 業 収 益 2,309 1,866 1,584

経 常 利 益 786 524 330

当 期 純 利 益 505 334 225

１株当たり当期純利益金額（円） 175.54 116.57 78.45

１ 株 当 たり 配 当額（円） 

(普通株式) 
50.00 60.00 40.00

 

３．今後の見通し 

当行は、東海東京ＦＨとの間で、宇都宮証券株式会社の株式譲受に係る最終契約を締結することを目的として、

今後さらに協議を進めてまいります。 

本件実施により、宇都宮証券は、当行の連結子会社、東海東京ＦＨの持分法適用関連会社となる予定です。 

なお、本件が当行の平成29年 3月期の業績に与える影響は軽微であると予想しております。 

 

以  上 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

経営企画部広報文化室      担当：安蘇谷 TEL:028-633-1252 
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【ご参考】東海東京フィナンシャル・ホールディングスの概要 

（１） 名 称 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋三丁目６番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 最高経営責任者 石田建昭 

（４） 事 業 内 容 持株会社 

（５） 資 本 金 360億円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和4年6月 19日 

（７） 
大株主及び持株比率  

（平成 28 年 3 月 31 日現在）  

1.日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社(信託口) 5.44％

2.三井住友海上火災保険株式会社 5.09％

3.トヨタファイナンシャルサービス株式会社 5.09％

4.株式会社三菱東京UFJ銀行 4.28％

5.日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社(信託口) 3.04％

6.株式会社横浜銀行 2.50％

7.ｼﾞｪｰﾋﾟｰ ﾓﾙｶﾞﾝ ﾊﾞﾝｸ ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ ｴｽｴｲ 380578 2.09％

8.日本生命保険相互会社 2.00％

9.三井住友信託銀行株式会社 1.71％

10.RBC ISB S/A DUB NON RESIDENT/TREATY RATE UCITS-CLIENTS 

ACCOUNT 
1.60％

 

（８） 

当 社 と の 

関 係 

資 本 関 係

当行と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当行の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

人 的 関 係

当行と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当行の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係

当行と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当行の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

関連当事者への

該 当 状 況

当該会社は、当行の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当行の関連当事者に

は該当しません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状況（単位百万円、特記しているものを除く） 

決算期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期

連 結 純 資 産 142,929 157,351 155,204

連 結 総 資 産 617,270 458,106 568,548

１株当たり純資産額（円） 528.26 579.91 580.16

連 結 営 業 収 益 90,547 82,700 67,584

連 結 経 常 利 益 33,405 28,524 15,297

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
23,243 18,499 12,423

１株当たり当期純利益金額（円） 87.68 69.51 46.92

１ 株当たり配当額（円） 

(普通株式) 
32.00 34.00 28.00

 


